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はじめに

近年，オープン・ラーニング(openlearning)というタームの進展が著し
い。遠隔教育に関する論稿をみてみると，1980年代前半までの論稿では「遠
隔教育(distanceeducation)」というタームのみが用.いられてきた。しかし，
80年代後半からは「オープンと遠隔学習(openanddistancelearning)」と
いう具合にオープン・ラーニングと遠隔教育を併記した傾向が散見されるよ
うになる。その意味で，1986年に英国の遠隔教育に関する専門誌『Teaching
atadistance』が『Openlearning』と改称したことは特筆されるだろう。
その後，1987年にホジソン(Hodgson,V.E.)らが著した『遠隔教育を越え
て，オープン・ラーニングヘ』は，遠隔教育が向かうべき方向を象徴的に示
している')。ここで重要なことは，オープン・ラーニングヘと向かう動向が，
生涯学習の観点から遠隔教育を捉え直そうとする機運を背景にしている点で
ある。換言すれば，遠隔教育からオープン・ラーニングヘと向かう概念の変
化は，生涯学習理念から敷桁されるところの動向といってよい。
とすれば，中国における広播電視大学（ラジオ・テレビ大学：以下，電大
と略記）の場合はどうであろうか。広大な国土を有する中国においては，遠
隔教育機関に対する期待は極めて大きい。電大は，文字どおりラジオとテレ
ビを主要媒体とした遠隔高等教育機関（放送大学）であり，成人高等教育機
関を代表する機関として,1980年代以降急速に発展してきた。その電大が，
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近年，成人高等教育機会の拡大を企図した改革を打ち出し，開放教育2）
(openeducation)への転換を目指している。
そこで本稿は，生涯学習理念から敷桁されるところの動向とみなされる遠
隔教育からオープン・ラーニングヘの概念変化の観点から，中国電大におけ
る開放教育の動向と現状を考察し，電大が直面する問題と今後の目指すべき
方向を探っていきたい。

1．オープン・ラーニングの理念

1975年という，比較的早い時期に『オープン・ラーニング』と題した著書
を刊行したマッケンジー(McKenzie,N.)らは，オープン・ラーニングを不
正確なタームと特徴づけながらも，その概念的な未成熟さゆえに，オープン・
ラーニングは未知の可能性を秘めると示唆している3)。確かに，この時期の
遠隔教育とオープン・ラーニングの関係をみてみると，彼らの指摘どおり，
オープン・ラーニングの概念はまだ確立されていない。つまり，この段階で
は，オープン・ラーニングは遠隔教育とかわらなかったのである。
ところで，デウォル(Dewal,O.S.)は，オープン・ラーニングと比較し

て遠隔教育の概念的な特徴を，教育を提供するデリバリーの形態に見出し
た4)。すなわち，遠隔教育とは，教育を求める学習者とそれを提供する側と
の間に介在する時空間的な障害を克服するための方法に他ならなかった。
それに対して，オープン・ラーニングはⅢ学習を行う際の地理的な障害の

みならず，学習者側の社会経済的・心理的な障害の除去をも意図している5)。
これに関連して，タイト(Tight,M､）は地理的以外の障害を具体的に提示
している。社会経済的な障害とみなされるのが，「個人的・社会的障害」で
あり，年齢・性別・人種・財産などを含む。心理的な障害に相当するのが
｢学習に関する障害」であり，学習内容・構造・デリバリー・認定・柔軟性
などを列記している6)。すなわち，オープン・ラーニングは，あらゆる人々
に対して学習の機会を平等に提供するために，学習が行われる際の障害をい
かにして除去するかに重点をおいている。
このように，オープン・ラーニングは，学習へのアクセスを最大限にする
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よう，学習者を取り巻く障害に対して積極的に対処する意味で，遠隔教育か
ら概念的飛躍を図るものであった。
さらに，オープン・ラーニングの概念的な飛躍は，学習者中心の原理
(learner-centredphilosophy)を導入することによってもたらされる。例え
ば，リューイス(Lewis,R.)とスペンサー(Spencer,D.)は，英国高等教
育におけるオープン・ラーニングの可能性を強調し，次のように指摘する。
彼らが定義づけるオープン・ラーニングでは，自律性(autonomy)・自主性
(independence)・柔軟性(flexibility)といった学習者としての特性を促進す
ることを強調している7)Oすなわち，オープン・ラーニングは，学習者にで
きる限り，内容と学習計画・方法などについての選択とコントロールを与え
るものと解釈される。したがって，オープン・ラーニングでは，機関側の要
求よりも，学習者個人のニーズに焦点をあてることが求められる。つまり，
オープン・ラーニングは，学習者中心の原理を積極的に組み込んできている。
以上の素描から，オープン・ラーニングは，学習者が学習機会により良く
アクセスできるように支援する「オープン・アクセス」と，学習者に自身の
学習について最善のコントロールを与える「学習者中心の原理」の二側面を
併せ持つ概念として定立してきたといえる8)。したがって，電大の場合をみ
るにあたっても，オープン・ラーニングが包摂する二つの側面からの考察が
必要であろう。

2．広播電視大学における開放教育の現況

中国電大における開放教育の先駆的な試みは，上海電大によって行われた
ことで知られる9)。上海電大は，1987年から主に電大と高等教育自学試験制
度（大学卒業資格認定試験）を結合した新しい教育形態を試みた。事業の成
功によって，上海電大は開放教育のモデルとみなされる。さらに，1995年に
上海電大によって専門誌『開放教育』が刊行されたことは，改革の機運を高
めるうえで大きな影響力をもった。実際，同年の秋には，電大の開放教育を
具現化する政策として，登録視聴生（原語は注冊視聴生）制度の創始，およ
Ef2000年に向けての全国化が決定されている。
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電大における登録視聴生制度の企図は，成人高等教育機会へのアクセスを
拡大させ，開放教育へと転換することにある。しかし同時に，この試みは，
成人高等教育全体の改革を意図したものであるという事実を看過してはなら
ない。つまり，電大の開放教育への転換を契機に，成人高等教育システムを
｢入り口を寛ぐ，出口は狭く」することを構想している。こうした意味にお
いて，電大への登録視聴生制度の試みは，開放教育の成否，ひいては新たな
成人高等教育システム構築の鍵を握ると考えられている。

(1)オープン・アクセスによる成人高等教育機会の拡大
この登録視聴生制度が，いかに画期的な試みであるかは，従来の電大生と

対比してみると明らかである。
ここでいう登録視聴生とは，高等学校などの中等教育修了証を持った有職

者と社会青年を対象とし，入学試験を免除して入学させ，大学専科課程（２，
３年）の学習を進めていく者のことをいう。登録視聴生は適宜，輔導（チュー
ターによる面接授業）を受けることができるが，放送授業を利用し，自学を
中心に学習を進めていくことを意図している。その上，登録視聴生制度は，
単なる入り口（入学）の開放だけではなく，出口（修了・卒業）の所で高等
教育自学試験制度との連携によって自学を最終的に評価し，学習成果の質を
確保しようとした点が新機軸といわれている。
元来，電大生は，試験に合格しなければ入学することができない。しかも

1986年からは，電大を含めた成人高等教育機関に入学する学生に対して全国
統一入学試験を課している。学習形態は,２0～30人の学生からなる教学班を
組織することで集団視聴学習方式が採用され，学習者は同一の学習内容を同
一のペースで学習するのが一般的であった。そのため，集団学習（教学班）
から個人学習（自学）への転換を積極的に図ろうとした点も開放教育の特徴
として特筆することができるだろう。
このように，成人高等教育において，期待を一身に背負った電大への登録

視聴生制度は，1995年の秋から遼寧，黒龍江，ハルビン，内蒙古，湘江，江
西，福建，四川，重慶，甘粛の計１0ケ所の省・市において試行されている。
｢財務会計｣，「法律｣，「英語」の３コースが開設され，初年度の登録視聴生数
は41,907人であった'0)。登録視聴生数では，「財務会計」が30,185人（占有
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72.0％）と最も多く，大半が高卒で，二年以上の職歴を有する成人で構成さ
れていた。
その後，1998年には，登録視聴生制度の実施地域を３８ケ所にまで拡大す

るとともに，開設コース数も「応用電子技術」や「小学校教員の現職教育
(理科，文学と歴史)｣，「郷鎮管理」などを新たに加えた９コースに増加をみ
ている。それに伴って，登録視聴生数は1995年の41,907人から，1998年の
126,325人へと増加をみせ，４年間の累計も393,344人に達しているll)o
さらに，中国のように広大な国土を有する国では，放送大学の利点を生か

して，農村部にまで学習機会を広げることが求められる。そこで，内陸部の
省である四川省の事例を取りあげ，登録視聴生数の内訳を検討してみよう。
四川電大における1995年度の登録視聴生数10,024人のうち，四川省の省都
である成都出身者は19.15％に過ぎなかった12)O残りの８割が同省内の中小都
市や農村の出身で占められていた事実は，高等教育機会の埒外におかれてき
た地域の人々に，電大が門戸を広げたことを示している。こうした報告や統
計を見る限り，有職成人に成人高等教育機会へのアクセスの拡大を図る電大
の開放教育は成果をあげているようだ。

(2)「学習者中心の原理」からみた学習活動
開放教育のもとで展開されている学習活動の実態を把握するには，各地の

電大が行った登録視聴生に関する調査が有効な手がかりを与えてくれる。
そのうち，中央電大の行った調査によると，「テレビの録画を視聴する
(9.9％)｣，「ラジオの録音を聞く（12.4％)」という放送メディアを利用した
学習方法は合計22.3％であった。その回答結果は，実際の登録視聴生の学習
方法としては予想以上に低いものである。それに対して，本来，放送授業を
補うはずの「面接授業」は42.5％とじつに高い回答率を示していた13)Oさら
に，中央電大の丁新によると，登録視聴生の84.2％が，面接授業を主要な学
習方法としているという調査結果が示されている14)Oこれらの調査結果から，
放送授業を利用し，自学を中心に学習を進めていくという登録視聴生制度の
ねらいとは裏腹に，依然として伝統的な講義を中心とした学習形態に固執す
る学習の実態が読みとれる。実際，湖南電大の楊永姿によると，62.5％の学
生がこれまで通り教学班を組織し，伝統的な面接授業の学習方法を好む傾向
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が指摘されている15)Oここから，開放教育を掲げながらも，依然として伝統
的な様態に固執する電大の実像が浮かび上がってくる。
これに関連して，映西電大が行った調査結果は興味深い。この調査は，わ

ずか59名を対象とする小規模なものであったが，電大生の開放教育に関す
る意識の一端を知るうえで参考となる。その調査結果を要約すると，①「遠
隔教育について以前から知っている」と回答した者３１名（52.5％)，②「個
人学習について聞いたことがある」と回答した者７名（11.9％)，③「学習方
法が適切でないので，学習成績に差を引き起こすと思う」と回答した者２７
名（45.8％)，④「学習過程において，多くの学習指導を希望する」と回答し
た者31名（52.5％)，となる'③。ここで指摘できることは，まず個人学習（原
語は個体化学習）という観念が学習者の側に乏しいことである。とりもなお
さず，それは,教学班による集団学習が電大における学習の常態として定着
してきたことを証左している。さらに，調査結果の③と④からは，開放教育
という新しいタイプの学習方式に不安を感じている電大生の心情が読みとれ
る。電大といっても，学習者の多くは，伝統的な集団学習を固定観念として
もっており，そのため，自学中心といわれても，承服しかねたり，さもなく
ば困惑を禁じえないでいる様子が窺われる。
このように，登録視聴生には，開放教育の理念が十分に浸透していない上

に，伝統的な教育観念から脱却できずにいる実態が看取できた。つまり，開
放教育の実態も学習者の意識も，オープン・ラーニングが目指すところの学
習者中心の原理からは，ほど遠いといえよう。

3．広播電視大学の課題

これまでみてきたように，開放教育への転換を企図した電大における登録
視聴生制度の試みは，成人高等教育機会の量的拡大に一定の成果をあげてい
ることがわかった。すなわち，オープン・アクセスによる登録視聴生数の急
速な増加や農村部への伸展が，開放教育のもつ可能性の大きさを窺わせたの
である。
しかし同時に，開放教育は，新たな問題を引き起こしつつあるという事実
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を看過するわけにはいかない。すなわち，入学試験を免除することにより，
学生の質の低下という問題に直面することになったからである。なかでも，
技術学校や職業高校卒業生の学力の低さが指摘されている'"。こうした学生
の多くは，学習の早い時期に高い率でドロップ・アウトしていることも報告
されている。こうした事態を憂慮した一部の電大関係者は，優秀な者から優
先的に入学を許可する必要性を主張している。膨大な人口を有する中国にお
いて，このまま開放教育を全国化すれば，ある程度のスクリーニングは止む
なしという考えである。しかし，この考えはオープン・ラーニングの理念に
背離する。ここに，開放教育をめぐる電大の葛藤がある。こうしたなかで，
電大関係者の間では，学力不足を補うため，補習科や文化基礎補習所の設置
を望む声が高まっている⑧。しかし，補習の強化は未だ決定をみていない。
補習の導入に二の足を踏む背景には，コストの問題が関係している。もう
一つの理由には，成人高等教育システムを「入り口を寛ぐ，出口は狭く」す
る構想が絡んでいると思われる。つまり，この構想では，門戸は開けておく
が，通り抜けられるかどうかは学習者自身の問題に委ねられることを意味す
る。そのため，補習を含めた学習支援を積極的に講じていない電大の現状は，
タイ国の公開大学で指摘される「野心の冷却のメカニズム」を連想させる。
タイ国の公開大学であるスコータイ・タマチラート大学を扱った調査分析で
は，オープン・アドミション方式と自学により，公開大学は失敗の個人化を
徹底させることができると指摘している'鋤。しかし，この野心の冷却を個人
に委ねようとする試みは，教育格差，さらには社会的な不平等を拡大してし
まう問題を含んでいることを忘れてはならない。最も安価なかたちで成人高
等教育機会の拡大を達成できればよしとする現時点の電大の開放教育では，
社会的な公正の実現を損なう恐れがあろう。
学習者中心の原理を尊重し，なおかつ教育機会の実質的な平等化を図ると
いう電大が直面する課題を達成するためには，学習支援の重要性が指摘され
るだろう。実際，1998年の７月時点で卒業した1995年度の登録視聴生数が，
2,143人（1995年度，登録視聴生のうち5.1％）と僅かでしかなかった事実は，
開放教育における学習支援の脆弱さを露呈している動。
さらに，学習支援の重要性は，別の角度からも指摘できる。開放教育の自

学，つまり個人化された学習が成り立つためには，自己主導的学習(self-
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directedlearning)を備えているかが前提となる。しかし，学習者中心の原
理から，開放教育の実態を検討してみると，登録視聴生の学習方法は依然と
して伝統的な面接授業の形態に依存していた。自学中心の開放教育を掲げな
がらも，伝統的な面接授業によってのみ，高等教育が成立するという考えが
強く，開放教育の理念と現実にはかなりの乖離がみられた。こうした現状を
みて，「新しい靴でいつもの道を歩く」と自潮気味に話す電大関係者もいる
ほどである２１)。しかも，学習者自身が伝統的な面接授業を好むという傾向は，
問題の根の深さを感じさせる。こうした電大の実態をみるかぎり，自己主導
的学習を実現してきたとは言い難い。そうした意味からも，自己主導的学習
が展開できるように，登録視聴生の学習を支援するための方策が積極的に講
じられなければならない。その際の学習支援は，学習プロセスにおいて学習
者のイニシアティブを十分に保証するだけでなく，学習者自身が自己主導的
な学習者となるように支援していくことが肝要となる。
このように考えてみると，補習を含めた学習支援を行うかどうかが，電大

における開放教育の今後の方向性を左右するといっても過言ではない。した
がって，電大の開放教育には，オープン・アクセスによる成人高等教育機会
の拡大が期待される一方で，登録視聴生の自学，すなわち自己主導的学習の
支援をいかに具現化していくかが今後の課題となる。以下，その具体的な対
策として，次の３点を指摘しておこう。
まず，電大教師側の意識改革が求められてくる。学習者の自主性や主体性

といっても，開放教育は単なる独学ではない。オープン・ラーニングといえ
ども，学習者を援助する教師の存在は当然重要視される。そのため，提供者
や教師側の意識は重要な問題とみなされる。しかし，電大教師の殆どは，伝
統的な普通大学出身であり，この問題の解決が予想以上に困難であることを
窺わせた。実際，各地で開かれる研究討論会では，学習者中心の開放教育モ
デルに直面して，どうしてよいかわからないと困惑する教師の声が寄せられ
ている趣)oこうした状況に対し，開放教育への転換を教師の役割の低下と危
倶する彼らの不安感を取り払い，開放教育において，教師は支援者（ファシ
リテーター）としての役割が一層重要になってくることを気付かせねばなら
ない。
次に，伝統的な面接授業に依存しつつある状況に鑑み，印刷教材の充実が
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望まれる。遠隔高等教育機関の噴矢と目される英国オープン・ユニバーシティ
の事例を引き合いに出すと，そこではコースチームによる入念な自己学習教
材(self-instructionalmaterials)が整備されている。翻って，電大の場合
をみると，印刷教材の弱さは当初から指摘できる。普通大学の講義を放送に
よって再現することに価値を求め，印刷媒体は重視されてこなかった経緯が
ある。こうした経緯が，面接授業の過多をもたらし，ひいては伝統的な教育
観念の形成につながったともいえる。したがって，今後は，開放教育に適し
た印刷教材の開発が求められるが，その際，一部の地域で試行されている学
習パッケージ（特別に作成された学習教材：原語は教学包）の経験は，全国
化した場合にも大いに参考となろう。
最後に，開放教育における学習サークル（原語は学習小組）も積極的に検

討されてしかるべきであろう。現在，登録視聴生制度を試行する多くの電大
では，学生の居住区や職業部門，コースに応じて学習サークルを組織してい
る動。学生は自由意思でサークルに参加し，互いに励ましあいながら学んで
いく。学習者の自主性や主体性を尊重し，相互教育型の学習形態とされる学
習サークルは，教学班にかわるものとして，さらには学習者中心の原理を促
進するものと考えられる。

おわりに

電大の開放教育は，創始されていまだ日は浅い。しかし，今後，学習支援
への積極的な方策が講じられるか否かによって，電大は重大な岐路に立たさ
れている。開放教育がオープン・ラーニングの理念を具現するには，自己主
導的学習が実現できるかどうかにかかっている。そのためには，学習者中心
の原理から積極的な学習支援を講じていくことが望まれよう。
その意味において，黒龍江電大が発行する専門誌『現代遠距離教育』等で，

｢自我指導学習」に関する論稿が発表されはじめた事実は注目される"。それ
らは，欧米における自己主導的学習の研究成果への強い関心を反映している。
さらに，登録視聴生制度の必修科目として，「現代学習論入門」を開設すべ
きと提案する趙克林の主張も興味深い。彼によると，この科目は，「学習の
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意義と学習概念｣，「遠隔学習モデル｣，「自学経験の成功モデルの紹介」など
の内容を含む鰯)。学習に対するガイダンスを含みながら，成人学習者として
の力量を高めようとするこの科目は，自己主導的学習の観点からも大きな可
能性を秘めている。こうした放送を利用した自学に関する学習指導は，学習
者に対する現実的で有効な支援方策に緒をひらくに違いない。
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